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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 平成23年４月期 平成24年４月期 平成25年４月期 平成26年４月期 平成27年４月期

売上高 （千円） 283,085 231,092 243,342 310,865 307,180

経常利益又は経常損

失（△）
（千円） 19,010 △138,485 169,279 255,899 142,592

当期純利益又は当期

純損失（△）
（千円） △61,770 △7,188,894 166,467 694,637 141,291

持分法を適用した場

合の投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000

発行済株式総数 （株） 4,463 4,463 4,463 4,463 4,463

純資産額 （千円） 5,915,036 △1,275,858 △1,109,390 △414,753 △273,461

総資産額 （千円） 8,628,549 2,604,528 2,721,157 2,692,783 2,764,218

１株当たり純資産額 （円） △3,181,035.98 △4,793,334.40 △4,756,026.56 △4,596,762.29 △4,565,096.74

１株当たり配当額 （円） － － － － －

（うち１株当たり中

間配当額）
（円） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利

益又は１株当たり当

期純損失（△）

（円） △13,840.48 △1,610,836.59 37,307.84 155,678.43 31,665.55

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 68.6 △49.0 △40.8 △15.4 △9.9

自己資本利益率 （％） △1.0 － － － －

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 108,067 90,688 156,844 97,710 207,878

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △993 △1,438 △44,662 △22,244 △44,468

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △10,750 △37,585 △137,248 △12,270 △78,968

現金及び現金同等物

の期末残高
（千円） 259,801 311,465 286,399 349,594 434,035

従業員数 （名） 2 2 1 1 1

［ほか、平均臨時雇

用者数］
（名） [－] [－] [－] [－] [－]

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

　　　　３　第10期、第11期、第12期及び第13期の自己資本利益率は、債務超過であるため記載しておりません。
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２【沿革】

年月 概要

平成15年１月８日

　ゴルフ場事業を目的として、会社分割（新設分割）の手法により、大東開発株式会社を分割会

社として、三重県桑名市に当社を新設する。

　発行済株式数4,412.896株、資本金10億円とする。

　株式会社涼仙ゴルフ倶楽部の株式（所有割合55％）を取得し、同社を子会社とする。

平成15年１月９日 　株式会社涼仙ゴルフ倶楽部とゴルフ場運営に関する経営委託契約を締結する。

平成18年３月31日 　株式会社涼仙ゴルフ倶楽部が、当社の株式（所有割合69％）を買取り、当社の親会社となる。

 

３【事業の内容】

(1) 概要

　　当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社と当社の親会社である㈱涼仙ゴルフ倶楽部で構成されておりま

す。

　　当社は、ゴルフ場の所有・管理を行っております。

　　なお、当社の事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

(2）事業系統図

４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の被所有
割合（％）

関係内容

（親会社）

 

㈱涼仙ゴルフ倶楽部

三重県いなべ市 30,000 ゴルフ場の運営 70.55

提出会社が所有、管理す

る涼仙ゴルフ倶楽部の運

営受託（経営委託契約の

締結）

役員の兼任あり。

  （注）債務超過であり、債務超過の額は平成27年４月末時点で14,722千円であります。

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

平成27年４月30日現在
 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

1 80 4 240

　 （注） 当社の事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

　 （2）労働組合の状況

 　　　 労働組合は結成されておりません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

当事業年度におけるわが国経済は、政府による経済対策効果もあり、企業収益や雇用・所得環境に改善がみられ

ましたが、消費税増税後の個人消費の回復は鈍く、先行き不透明な状況で推移しました。

ゴルフ場業界においては、中部ゴルフ連盟加盟倶楽部の入場者数は、前年度に対しほぼ横ばいの状況にありま

す。米ツアーでの若手選手の活躍や2016年に開催されるリオデジャネイロ五輪の正式種目にゴルフが採用されたこ

となどから、ゴルフ人口の増加や一人当たりのプレー回数の増加が期待されるものの現状では数字を大きく押し上

げる要因とはなっていません。

そのような状況の下、当社は、主たる収入であります株式会社涼仙ゴルフ倶楽部への賃貸事業について、コー

ス、設備の一層の充実、入場者数増加支援、コスト構造改革のサポートを行い、長期的・安定的な賃貸収入の確保

に努めてまいりました。

これらの結果、当社は株式会社涼仙ゴルフ倶楽部からの賃貸収入と入会金収入により、営業収益は3億7百万円

（前年同期比1.2％減）、営業原価は61百万円（同6.3％減）、販売費及び一般管理費は54百万円（同28.8％増）と

なり、営業利益は1億90百万円（同5.8％減）となりました。

営業外収益として訴訟損失引当金戻入額を計上しましたが、営業外費用として担保提供損失引当金繰入額を計上

しましたことなどから経常利益は1億42百万円（同44.3％減）となりました。

当期純利益は、前事業年度に債務免除益を計上しておりましたことから前年同期比79.7％減の1億41百万円とな

りました。

 なお、当社の事業はゴルフ場事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

(2)キャッシュ・フロー

当事業年度末における現金及び現金同等物の残高は4億34百万円と期首残高に比べ84百万円の増加となりまし

た。

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期純利益が1億42百万円計上されたことなどにより、2億7百万

円（前年同期は97百万円）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出が44百万円あったことなどにより、△44

百万円（同△22百万円）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純減少額が76百万円あったことなどにより、△78百万円

（同△12百万円）となりました。

２【生産、受注及び販売の状況】

　当社の事業はゴルフ場事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

(1）生産実績

　該当事項はありません。

(2）受注実績

　該当事項はありません。

(3）販売実績

　当事業年度の販売実績を項目別に示すと次のとおりであります。

項目 金額（千円） 前年同期比（％）

賃貸収入 217,680 104.2

入会金収入 89,500 87.8

合計 307,180 98.8
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　（注）１．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであり

　　　　　　ます。

相手先

前事業年度
（自 平成25年５月１日
至 平成26年４月30日）

当事業年度
（自 平成26年５月１日
至 平成27年４月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社涼仙ゴルフ倶楽部 195,285 62.8 204,000 66.4

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３【対処すべき課題】

　当社といたしましては、涼仙ゴルフ倶楽部の来場者数増、売上向上、コスト構造改革など経営効率化のサポートを

行い、当ゴルフ場事業の事業性を高めてまいります。

４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1)関連当事者との取引について

当社設立時の親会社である大東開発㈱が当社を会社分割にて新設する以前から有していた銀行借入金の一部を平成

14年3月に水谷建設㈱により肩代りされましたが、当該借入金について、当社ゴルフ場の土地・建物の一部を担保に

供しております（当事業年度末現在銀行借入金等1,289,079千円）。

また、当社の銀行からの借入金に対して、当社元代表取締役水谷紀夫が保証を行っております。

(2)訴訟について

①経緯

涼仙ゴルフ倶楽部の複数の会員から当社を被告として大東開発㈱（当社を会社分割にて新設した分割元の会社）の

預託金債務の返還を求める訴訟を提起されておりましたが、それらの訴訟の一部につき、最高裁判所において当社敗

訴の判決を受けました。

②今後の見通し

上記判決を受け、当社においても大東開発㈱に残存する預託金債務残高について当社から返還する可能性が生じて

いることから、大東開発㈱にて預託金債務の株式化のために保有する当社株式の時価評価額を除く全額を損失負担見

込額として訴訟損失引当金に計上しております。

(3)重要事象等について

　当社においては、下記の事象又は状況が存在しております。

　当社の事業活動に不可欠な重要な資産であるゴルフ場の固定資産等を平成25年４月１日に会社更生計画の認可決定

を受けた水谷建設㈱の銀行借入金等1,289,079千円の担保に供しております。

　さらに、第10期事業年度において、減損損失及び担保提供損失引当金繰入額等の計上により当期純損失7,188,894

千円の計上を行い、その結果、当事業年度末では273,461千円の債務超過となっております。

　これにより、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在し

ております。

　当社は、当該状況を解消し又は改善すべく、担保提供先の銀行と被担保債務の抹消交渉を行っております。

　また、平成25年4月期から平成34年4月期までの10か年事業計画を立案し、年間入場者数の集客増加、コスト削減な

どにより損益の改善を図ることとしております。さらに、当社は、借入先の銀行との間で借入金の返済期日の延長等

について交渉し、平成25年５月31日にて借入金の返済期日の延長等の合意がされており、また、その後も新たな返済

期日の到来する都度返済期日の延長等の合意がされております。

　これらの対応策により、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められないと判断しております。

 

５【経営上の重要な契約等】

　親会社の株式会社涼仙ゴルフ倶楽部との間で、ゴルフ場の運営につき経営委託契約を締結しております。

（契約期間：平成２７年１月９日から平成３０年１月８日まで）
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６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1)当事業年度の財政状態の分析

資産合計は27億64百万円となり、前事業年度と比較して71百万円増加しております。これは主に、現金及び預金が

増加したことによるものであります。

負債合計は30億37百万円となり、前事業年度と比較して69百万円減少しております。これは主に、短期借入金が減

少したことによるものであります。

純資産合計は△2億73百万円となり、前事業年度と比較して1億41百万円増加しております。これは主に、当期純利

益の計上によるものであります。

 

(2)当事業年度の経営成績の分析

売上高は3億7百万円となり、前事業年度と比較して3百万円減少しております。これは主に入会金収入の減少によ

るものであります。利益につきましては、営業利益が1億90百万円（前事業年度は2億2百万円の営業利益）となり、

経常利益は1億42百万円（前事業年度は2億55百万円の経常利益）となり、当期純利益は1億41百万円（前事業年度は6

億94百万円の当期純利益）となっております。

 

(3)当事業年度のキャッシュ・フローの状況の分析

　「１業績等の概要（2）キャッシュ・フロー」の記載を参照。

 

(4)経営戦略の現状と見通し

　当社といたしましては、水谷建設㈱の借入金に係る担保提供先の銀行とも被担保債務の抹消交渉を行い、借入金を

今後の営業キャッシュ・フローにて返済できるよう、来場客数の増加等により営業キャッシュ・フローのさらなる増

額を図ってまいります。

 

(5)重要事象等について

　当社においては、下記の事象又は状況が存在しております。

　当社の事業活動に不可欠な重要な資産であるゴルフ場の固定資産等を平成25年４月１日に会社更生計画の認可決定

を受けた水谷建設㈱の銀行借入金等1,289,079千円の担保に供しております。

　さらに、第10期事業年度において、減損損失及び担保提供損失引当金繰入額等の計上により当期純損失7,188,894

千円の計上を行い、その結果、当事業年度末では273,461千円の債務超過となっております。

　これにより、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在し

ております。

　当社は、当該状況を解消し又は改善すべく、担保提供先の銀行と被担保債務の抹消交渉を行っております。

　また、平成25年4月期から平成34年4月期までの10か年事業計画を立案し、年間入場者数の集客増加、コスト削減な

どにより損益の改善を図ることとしております。さらに、当社は、借入先の銀行との間で借入金の返済期日の延長等

について交渉し、平成25年５月31日にて借入金の返済期日の延長等の合意がされており、また、その後も新たな返済

期日の到来する都度返済期日の延長等の合意がされております。

　これらの対応策により、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められないと判断しております。

 

EDINET提出書類

株式会社涼仙(E04732)

有価証券報告書

 6/37



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当事業年度は、14番ホール・練習場の造成、樹木の植栽、送風機・練習場ボール洗浄集球機の開発などを行い、設

備投資額は45,787千円となりました。

　なお、当社の事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

２【主要な設備の状況】
 

平成27年４月30日現在
 

事業所名・設備内容
（所在地）

帳簿価額（千円）
従業
員数
（名）

建物
及び
構築物

機械
及び
装置

車両
運搬具

工具、
器具及
び備品

コース
勘定

土地
(面積千㎡)

リース
資産

建設
仮勘定

合計

本社

（三重県桑名市）
― ― 2,745 ― ― ― 4,231 ― 6,976 1

涼仙ゴルフ倶楽部

（三重県いなべ市）
316,663 16,628 ― 25,376 1,103,697

770,004

(420)
― 60 2,232,430 ―

ＧＣハウス

（三重県桑名市）
24,681 ― ― ― ―

46,870

(1)
― ― 71,551 ―

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　　　　２．涼仙ゴルフ倶楽部は、親会社である㈱涼仙ゴルフ倶楽部に賃貸しております。

３【設備の新設、除却等の計画】

　記載すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,050

優先株式 1,250

第２優先株式 300

無議決権株式 300

計 4,900

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成27年４月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成27年７月31日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,046 3,046 非上場 （注）１、２、３

優先株式 1,242 1,242 非上場 （注）１、２、３、４

第２優先株式 30 30 非上場 （注）１、２、３、４

無議決権株式 145 145 非上場 （注）１、２、３、５

計 4,463 4,463   

　（注）１．各種類別株式の内容は以下のとおりであります。

［普通株式］

権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式である。

［優先株式］

①　優先株式の株主は、当会社の残余財産につき、その株式１株につき1,600万円までは普通株式及び無議

決権株式の株主に優先して分配を受ける。

②　優先株式の株主は前項の優先的分配が行われた後の財産に対して、他の種類の株式の株主と平等の分配

を受ける権利を有する。

［第２優先株式］

①　第２優先株式の株主は、当会社の残余財産につき、その株式１株につき800万円までは普通株式及び無

議決権株式の株主に優先して分配を受ける。

②　第２優先株式の株主は前項の優先的分配が行われた後の財産に対して、他の種類の株式の株主と平等の

分配を受ける権利を有する。

［無議決権株式］

議決権はない。

なお、優先株式及び第２優先株式に係る残余財産の分配の順位は同順位とするが、その分配割合は優先株式

２に対し第２優先株式１の割合とする。

　 　 ２．当社の発行する全部の株式について、会社法第107条第１項第１号に定める内容（いわゆる譲渡制限）を定

めており、当該株式の譲渡について取締役会の承認を要する旨を定款に定めております。

　　　 ３．当社は単元株制度は採用しておりません。

　　　 ４．会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

　　　　　 会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

　　　 ５．無議決権株式について議決権を有しないこととしている理由

　　　　　 資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　       該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年4月28日

（注）
－ 4,463 △151,500 90,000 － 401,500

　  （注） 平成19年７月５日開催の当社取締役会において、事業税の外形標準課税制度の適用を回避するため、以下の

内容にて資本金の額の減少を決議し、平成19年７月20日開催の当社定時株主総会の議案に上程し可決承認さ

れました。

　　（1）減少する資本金の額

　　　　　当会社の資本金の額を151,500千円減少する。

　　（2）資本金の減少が効力を発生する日

　　　　　　　　　平成20年４月28日

　　（3）資本金の減少の方法

　　　　　　　　　発行済株式総数の変更は行わず、資本金の額のみを減少させることとする。

（６）【所有者別状況】

①普通株式

平成27年４月30日現在
 

区分

株式の状況
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） ― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数

（株）
― ― ― 3,046 ― ― ― 3,046 ―

所有株式数の

割合（％）
― ― ― 100.00 ― ― ― 100.00 ―

 

②優先株式

平成27年４月30日現在
 

区分

株式の状況
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） ― 5 3 485 1 ― 195 689 ―

所有株式数

（株）
― 13 4 994 1 ― 230 1,242 ―

所有株式数の

割合（％）
― 1.05 0.32 80.03 0.08 ― 18.52 100.00 ―

（注）自己株式１株は、「個人その他」に含めて記載しております。

 

③第２優先株式

平成27年４月30日現在
 

区分

株式の状況
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） ― ― 1 25 ― ― 4 30 ―

所有株式数

（株）
― ― 1 25 ― ― 4 30 ―

所有株式数の

割合（％）
― ― 3.33 83.33 ― ― 13.34 100.00 ―
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④無議決権株式

平成27年４月30日現在
 

区分

株式の状況
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） ― ― ― 60 ― ― 36 96 ―

所有株式数

（株）
― ― ― 109 ― ― 36 145 ―

所有株式数の

割合（％）
― ― ― 75.17 ― ― 24.83 100.00 ―

 

（７）【大株主の状況】

  平成27年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社涼仙ゴルフ倶楽部 三重県いなべ市員弁町東一色2796 3,046 68.25

水谷建設株式会社 三重県桑名市大字蛎塚新田328番地 202 4.52

株式会社整備工場東海 三重県桑名市大字小泉365番地 38 0.85

大東開発株式会社 三重県桑名市大字福島753番地の2 23 0.51

中部電力株式会社 愛知県名古屋市東区東新町1番地 8 0.17

キャタピラーウエストジャパン株式会社 大阪府茨木市下井町1-23 7 0.15

中部精機株式会社 愛知県春日井市気噴町3丁目5番地1 6 0.13

長島観光開発株式会社 三重県桑名市長島町大字浦安333 6 0.13

株式会社三重銀行 三重県四日市市西新地7番8号 5 0.11

日本特殊陶業株式会社 愛知県名古屋市瑞穂区高辻町14-18 5 0.11

計 ― 3,346 74.97

 

 　なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりであります。

  平成27年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数

（個）

総株主の議決権に
対する所有議決権
数の割合（％）

株式会社涼仙ゴルフ倶楽部 三重県いなべ市員弁町東一色2796 3,046 70.55

水谷建設株式会社 三重県桑名市大字蛎塚新田328番地 164 3.79

株式会社整備工場東海 三重県桑名市大字小泉365番地 35 0.81

大東開発株式会社 三重県桑名市大字福島753番地の2 16 0.37

中部電力株式会社 愛知県名古屋市東区東新町1番地 7 0.16

キャタピラーウエストジャパン株式会社 大阪府茨木市下井町1-23 6 0.13

株式会社三重銀行 三重県四日市市西新地7番8号 5 0.11

中部精機株式会社 愛知県春日井市気噴町3丁目5番地1 4 0.09

長島観光開発株式会社 三重県桑名市長島町大字浦安333 4 0.09

日本特殊陶業株式会社 愛知県名古屋市瑞穂区高辻町14-18 4 0.09

計 ― 3,291 76.23
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年４月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 145 ―
「１(1)②発行済株式」の「内

容」の記載を参照

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 優先株式         1 ― 同上

完全議決権株式（その他）

普通株式     3,046 3,046 ―

優先株式     1,241 1,241 同上

第２優先株式    30 30 同上

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 4,463 ― ―

総株主の議決権 ― 4,317 ―

 

②【自己株式等】

平成27年４月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社涼仙 三重県桑名市大字福島753番地の2 1 ― 1 0.02

計 ― 1 ― 1 0.02

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　　該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　区分

　当事業年度 　当期間

　株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
― ― ― ―

その他

（―）
― ― ― ―

保有自己株式数 1 ― 1 ―
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３【配当政策】

基本的な考え方としては、ゴルフ場の諸設備の保守、コースコンディションの維持、及びキャスターの教育等に投

資を行い、ゴルフライフを最高にエンジョイしていただくようにすることで利益還元を図ります。

当事業年度の配当につきましては、経営体質の強化及び内部留保の充実のため実施しておりません。

　   また、当社の剰余金の配当は期末配当の年１回を基本的な方針としております。

なお剰余金の配当の決定機関は、株主総会であります。

４【株価の推移】

　当社の株式は非上場でありますので、該当事項はありません。

５【役員の状況】

男性　７名　女性　－名　（役員のうち女性の比率　－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(株)

代表

取締役

社長

 多湖　旭 昭和36年８月１日生

 
平成元年９月 大東開発㈱入社

平成15年１月 ㈱涼仙設立　当社取締役就任

平成17年12月 大東開発㈱　取締役就任（現任）

平成22年４月 当社代表取締役専務就任

平成22年７月 当社代表取締役副社長就任

平成25年７月 当社代表取締役社長就任（現任）
 

(注)２ ―

 

取締役  合田　恒久 昭和27年１月23日生

 
昭和45年４月 ㈱東海銀行入行

平成10年２月 ㈱東海銀行　則武支店長就任

平成10年10月 ㈱東海銀行　国府支店長就任

平成12年４月 ㈱東海銀行　蟹江支店長就任

平成14年４月 ㈱ＵＦＪ銀行　金山地区リテール営業部長就任

平成15年１月 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行　名古屋営業部長就任

平成17年７月 ＵＦＪセントラルリース㈱出向

 セントラルビジネスサポート㈱　常務取締役就任

平成24年４月 ㈱涼仙ゴルフ倶楽部　専務取締役総支配人就任

平成24年５月

平成25年７月

㈱涼仙ゴルフ倶楽部　代表取締役専務総支配人就任

当社取締役就任（現任）

㈱涼仙ゴルフ倶楽部　代表取締役社長就任（現任）
 

(注)２ ―

取締役  水谷　幸康 昭和50年２月17日生

 
平成７年４月 中部キャタピラー三菱㈱入社

平成18年12月 中部キャタピラー三菱㈱退社

平成19年１月 ㈱涼仙ゴルフ倶楽部入社　支配人就任

平成22年１月 ㈱涼仙ゴルフ倶楽部　常務取締役支配人就任（現任）

平成25年７月 当社取締役就任（現任）
 

(注)２ ―

取締役  佐藤　信義 昭和９年８月13日生

 
昭和36年11月 サンジルシ醸造㈱入社

昭和48年１月 サンジルシ醸造㈱　取締役社長就任

平成13年３月 サンジルシ醸造㈱　取締役社長退任　取締役会長就任

平成16年11月 サンジルシ醸造㈱　取締役会長退任　会長就任（現任）

平成25年７月 当社取締役就任（現任）
 

(注)２ ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(株)

取締役  菅澤　博 昭和22年４月12日生

 
昭和45年４月 ㈱東海銀行入行

平成３年６月 ㈱東海銀行　津田沼支店長就任

平成４年11月 ㈱東海銀行　八王子支店長就任

平成６年11月 ㈱東海銀行　桑名支店長就任

平成８年11月 ㈱東海銀行　東支店長就任

平成10年６月 ㈱トーメン出向　名古屋支社副支社長

兼中部ビジネスエンジニアリング部長就任

平成13年11月 日本マルチメディアサービス㈱出向　常務取締役就任

平成14年３月 ㈱ＵＦＪ銀行退行

平成14年４月 ㈱トーメン入社

平成14年10月 ㈱トーメン退社

平成14年11月 日本マルチメディアサービス㈱入社

平成18年６月 日本マルチメディアサービス㈱　専務取締役就任

平成21年６月 日本マルチメディアサービス㈱　監査役就任

平成22年６月 日本マルチメディアサービス㈱　監査役退任

平成22年６月 デジタル工房こまち設立

平成25年７月 当社取締役就任（現任）
 

(注)２ ―

監査役  加藤　隆治 昭和10年６月27日生

 
昭和29年４月 ＮＴＮ㈱入社

平成５年４月 ＮＴＮ㈱　課長退社

 ボンアーデルスマイル設立　同代表者就任（現任）

平成15年１月 ㈱涼仙設立　当社監査役就任（現任）
 

(注)３
優先株

式　2

監査役  牧田　洋 昭和15年９月30日生

 
昭和38年４月 中部電力㈱入社

平成13年６月 中部電力㈱　常務取締役就任

平成17年６月 中部電力㈱　常務取締役退任

 知多エル・エヌ・ジー㈱　取締役社長就任

平成20年６月 知多エル・エヌ・ジー㈱　取締役社長退任

平成23年７月 当社監査役就任（現任）
 

(注)３
優先株

式　1

    計  
優先株

式　3

　（注）１　当社は会社法第２条第６号の大会社には該当しておりませんが、監査役　加藤隆治及び牧田洋は、会社法第

２条第16号に定める社外監査役の要件を満たしております。

２　平成27年７月31日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

３　平成27年７月31日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、コンプライアンス経営を重視し経営の透明性を高め

ることに努めております。

 

(1)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①会社の機関、監査役監査・内部監査及び内部統制システムの状況

（取締役会）

当社の取締役会は取締役５名で構成され、法令、定款に定めるところにより会社の経営方針ならびに業務執行上

の重要事項を決議し、取締役の業務執行を監督しております。なお、取締役の選任決議について、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、累積投

票によらない旨を定款で定めております。また、当社は取締役の定数について、取締役は１０名以内とする旨を定

款で定めております。

（監査役監査）

当社は監査役制度を採用し、非常勤監査役２名（当社は会社法第２条第６号の大会社には該当しておりませんが、

全員が会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件を満たしております。）にて監査役会を構成しており、必要に

応じ監査役会を開催し、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役等から営業の報告を聴取し、重要な決裁

書類等を閲覧し、会社の業務及び財産の状況を調査しております。

また、会計監査については、監査契約を締結しているかがやき監査法人から必要な都度監査に関する報告を求め、

相互に密接な協力のもと実施しております。
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（内部監査）

必要に応じ、社長が特定の役職員を指名し内部監査を実施しております。

（その他の内部統制システム）

涼仙ゴルフ倶楽部の運営に関しては、会則に基づき会員の中から構成される理事会及び各種委員会により重要な

事項を決定しており、会員自らの声が反映される民主的な運営に努めております。

（株主総会の特別決議要件）

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。

（無議決権株式について議決権を有しないこととしている理由）

資本増強にあたり、既存株主への影響を考慮したためであります。

 

②会計監査の状況

会計監査については、かがやき監査法人に監査を委託しております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査

法人の業務執行社員と当社との間には特別な利害関係はありません。

当期において業務執行を行った公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりです。

業務を執行した公認会計士の氏名

業務執行社員　稲垣　靖　　（継続監査年数13年）

業務執行社員　奥村　隆志　（継続監査年数13年）

会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士３名、その他１名

③社外監査役との関係

　当社の社外監査役である加藤隆治は、前職で長年にわたり実務及び経営に携わった経験があり、幅広い知識と豊

富な知見を有していることから社外監査役として監査機能及び役割を果たしていただけると考えており選任してお

ります。当社と同氏との間に特別な利害関係はありません。

　当社の社外監査役である牧田洋は、前職で長年にわたり実務及び経営に携わった経験があり、幅広い知識と豊富

な知見を有していることから社外監査役として監査機能及び役割を果たしていただけると考えており選任しており

ます。当社と同氏との間に特別な利害関係はありません。

 

(2)リスク管理体制の整備の状況

当社が認識する事業のリスクについては、「第２　事業の状況　　４　事業等のリスク」に記載のとおりですが、

これらについては取締役会にて適時適切に報告及び検討がなされるとともに、社内担当部署にて情報が共有されてお

り、適切な対応が図られる体制を採っております。

(3)役員報酬の内容

当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

役員報酬　取締役　9,390千円

　　　　　監査役　1,800千円（うち社外監査役　1,800千円）

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

4,000 ― 4,000 ―

 

②【その他重要な報酬の内容】

 該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

 該当事項はありませんが、監査日数などを勘案して監査報酬を決定しております。
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第５【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第13期事業年度（平成26年５月１日から平成27年４

月30日まで）の財務諸表について、かがやき監査法人により監査を受けております。

３　連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年４月30日)
当事業年度

(平成27年４月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 349,594 434,035

営業未収入金 ※１,※３ 18,360 ※１,※３ 18,360

貯蔵品 149 105

前払費用 8,214 7,679

貸倒引当金 － △17,454

流動資産合計 376,318 442,726

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１ 5,120,230 ※１ 5,126,267

減価償却累計額 ※２ △4,818,704 ※２ △4,825,231

建物（純額） 301,525 301,036

構築物 ※１ 1,842,071 ※１ 1,851,224

減価償却累計額 ※２ △1,804,918 ※２ △1,810,915

構築物（純額） 37,152 40,309

機械及び装置 270,529 284,770

減価償却累計額 ※２ △267,554 ※２ △268,142

機械及び装置（純額） 2,974 16,628

車両運搬具 － 2,865

減価償却累計額 － ※２ △119

車両運搬具（純額） － 2,745

工具、器具及び備品 ※１ 53,563 ※１ 53,808

減価償却累計額 ※２ △28,350 ※２ △28,432

工具、器具及び備品（純額） 25,213 25,376

コース勘定 ※１ 1,090,255 ※１ 1,103,697

土地 ※１ 816,874 ※１ 816,874

リース資産 9,540 10,620

減価償却累計額 ※２ △4,501 ※２ △6,389

リース資産（純額） 5,039 4,231

建設仮勘定 1,336 60

有形固定資産合計 2,280,371 2,310,958

投資その他の資産   

役員長期貸付金 ※１ 2,458 ※１ 2,208

長期貸付金 52,700 52,700

長期前払費用 2,958 2,469

長期未収入金 ※１,※３ 204,906 ※１,※３ 178,599

その他 ※１ 9,656 ※１ 9,656

貸倒引当金 △236,585 △235,099

投資その他の資産合計 36,094 10,533

固定資産合計 2,316,465 2,321,492

資産合計 2,692,783 2,764,218
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年４月30日)
当事業年度

(平成27年４月30日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 ※１ 2,159,609 ※１ 2,082,644

リース債務 2,003 1,767

未払金 53,068 54,202

未払法人税等 1,207 1,286

未払消費税等 7,687 6,932

その他 2,211 1,533

流動負債合計 2,225,787 2,148,366

固定負債   

リース債務 3,454 2,853

訴訟損失引当金 271,240 244,230

担保提供損失引当金 607,053 642,229

固定負債合計 881,748 889,313

負債合計 3,107,536 3,037,680

純資産の部   

株主資本   

資本金 90,000 90,000

資本剰余金   

資本準備金 401,500 401,500

その他資本剰余金 5,414,564 5,414,564

資本剰余金合計 5,816,064 5,816,064

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △6,318,818 △6,177,526

利益剰余金合計 △6,318,818 △6,177,526

自己株式 △2,000 △2,000

株主資本合計 △414,753 △273,461

純資産合計 △414,753 △273,461

負債純資産合計 2,692,783 2,764,218
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年５月１日
　至　平成26年４月30日)

当事業年度
(自　平成26年５月１日
　至　平成27年４月30日)

営業収益   

賃貸収入 ※１ 208,965 ※１ 217,680

入会金収入 101,900 89,500

営業収益合計 310,865 307,180

営業原価 ※２ 65,987 ※２ 61,824

営業総利益 244,878 245,355

販売費及び一般管理費   

役員報酬 11,145 11,190

給料及び手当 240 240

租税公課 520 12

地代家賃 6,240 6,240

支払手数料 10,170 8,251

貸倒引当金繰入額 3,778 15,967

その他 10,539 12,995

販売費及び一般管理費合計 42,633 54,896

営業利益 202,244 190,458

営業外収益   

受取利息 101 113

訴訟損失引当金戻入額 18,460 27,010

担保提供損失引当金戻入額 79,588 －

雑収入 104 1,128

営業外収益合計 98,254 28,251

営業外費用   

支払利息 42,679 39,021

貸倒損失 1,920 1,920

担保提供損失引当金繰入額 － 35,176

営業外費用合計 44,599 76,117

経常利益 255,899 142,592

特別利益   

債務免除益 439,956 －

特別利益合計 439,956 －

税引前当期純利益 695,855 142,592

法人税、住民税及び事業税 1,218 1,301

法人税等合計 1,218 1,301

当期純利益 694,637 141,291
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【営業原価（賃貸原価）明細書】

  
前事業年度

（自平成25年５月１日
至平成26年４月30日）

当事業年度
（自平成26年５月１日
至平成27年４月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　減価償却費  14,927 22.6 13,192 21.3

Ⅱ　租税公課  18,289 27.7 18,121 29.3

Ⅲ　その他  32,770 49.7 30,510 49.4

合計  65,987 100.0 61,824 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成25年５月１日　至平成26年４月30日）

     (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金

その他資本剰余
金

資本剰余金合計

その他利益剰余
金

利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 90,000 401,500 5,414,564 5,816,064 △7,013,455 △7,013,455

当期変動額       

当期純利益     694,637 694,637

当期変動額合計 － － － － 694,637 694,637

当期末残高 90,000 401,500 5,414,564 5,816,064 △6,318,818 △6,318,818

 

    

 株主資本
純資産合計

 自己株式 株主資本合計

当期首残高 △2,000 △1,109,390 △1,109,390

当期変動額    

当期純利益  694,637 694,637

当期変動額合計 － 694,637 694,637

当期末残高 △2,000 △414,753 △414,753

 

EDINET提出書類

株式会社涼仙(E04732)

有価証券報告書

20/37



当事業年度（自平成26年５月１日　至平成27年４月30日）

     (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金

その他資本剰余
金

資本剰余金合計

その他利益剰余
金

利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 90,000 401,500 5,414,564 5,816,064 △6,318,818 △6,318,818

当期変動額       

当期純利益     141,291 141,291

当期変動額合計 － － － － 141,291 141,291

当期末残高 90,000 401,500 5,414,564 5,816,064 6,177,526 △6,177,526

 

    

 株主資本
純資産合計

 自己株式 株主資本合計

当期首残高 △2,000 △414,753 △414,753

当期変動額    

当期純利益  141,291 141,291

当期変動額合計 － 141,291 141,291

当期末残高 △2,000 △273,461 △273,461
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年５月１日
　至　平成26年４月30日)

当事業年度
(自　平成26年５月１日
　至　平成27年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 695,855 142,592

減価償却費 16,852 15,200

債務免除益 △439,956 －

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） △18,460 △27,010

担保提供損失引当金の増減額(△は減少) △79,588 35,176

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,778 15,967

受取利息 △101 △113

支払利息 42,679 39,021

売上債権の増減額（△は増加） △6,651 26,307

未払金の増減額（△は減少） 3,133 1,133

その他 8,392 △674

小計 225,933 247,601

利息の受取額 101 113

利息の支払額 △127,105 △38,614

法人税等の支払額 △1,219 △1,222

営業活動によるキャッシュ・フロー 97,710 207,878

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △22,494 △44,707

長期貸付金の回収による収入 249 249

その他 － △10

投資活動によるキャッシュ・フロー △22,244 △44,468

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △113,124 △76,964

使途制限付預金の払戻による収入 102,758 －

その他 △1,904 △2,003

財務活動によるキャッシュ・フロー △12,270 △78,968

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 63,194 84,441

現金及び現金同等物の期首残高 286,399 349,594

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 349,594 ※１ 434,035
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）貯蔵品

　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用して

おります。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

 定額法によっております。

　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

(2）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生債

権については財務内容評価法により、回収不能見込額を計上しております。

(2）訴訟損失引当金

 係争中の訴訟に関連して発生する可能性のある損失に備えるため、その経過等の状況に基づく損失負担見込額を

計上しております。

(3) 担保提供損失引当金

　資産の担保提供に伴い発生する損失に備えるため、当事業年度末において合理的に見積もられる金額を計上して

おります。

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（表示方法の変更）

（損益計算書）

　前事業年度において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に含めていた「貸倒引当金繰入額」は、販売費及び

一般管理費の100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に表示していた14,317千円

は、「貸倒引当金繰入額」3,778千円、「その他」10,539千円として組み替えております。

 

（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年４月30日）
当事業年度

（平成27年４月30日）

営業未収入金 18,360千円 18,360千円

建物 301,525 301,036

構築物 37,152 40,309

工具、器具及び備品 25,200 25,200

コース勘定 1,090,255 1,103,697

土地 816,874 816,874

役員長期貸付金 2,458 2,208

長期未収入金 204,906 178,599

その他（投資その他の資産） 9,500 9,500

計 2,506,232 2,495,784

（前事業年度）

　上記物件は、短期借入金2,072,607千円及び水谷建設㈱の銀行借入金等1,382,085千円の担保に供しております。
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（当事業年度）

　上記物件は、短期借入金1,902,394千円及び水谷建設㈱の銀行借入金等1,289,079千円の担保に供しております。

 

※２　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

 

※３　関係会社項目

　関係会社に対する資産として次のものがあります。

 
前事業年度

（平成26年４月30日）
当事業年度

（平成27年４月30日）

営業未収入金 18,360千円 18,360千円

長期未収入金 204,906 178,599

 

　４　自由処分権を有する担保受入金融資産の時価

 
前事業年度

（平成26年４月30日）
当事業年度

（平成27年４月30日）

担保受入れ有価証券 1,290千円 1,350千円

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

前事業年度
（自　平成25年５月１日
至　平成26年４月30日）

当事業年度
（自　平成26年５月１日
至　平成27年４月30日）

関係会社からの賃貸収入 195,285千円  204,000千円

 

※２　営業原価（賃貸原価）には、関係会社へのコース管理費負担金が次のとおり含まれております。

前事業年度
（自　平成25年５月１日
至　平成26年４月30日）

当事業年度
（自　平成26年５月１日
至　平成27年４月30日）

コース管理費負担金 21,209千円  24,084千円

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成25年５月１日　至平成26年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 3,046 ― ― 3,046

優先株式 1,242 ― ― 1,242

第２優先株式 30 ― ― 30

無議決権株式 145 ― ― 145

合計 4,463 ― ― 4,463

自己株式     

優先株式 1 ― ― 1

合計 1 ― ― 1

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　　　　該当事項ありません。

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　　　　　　　該当事項ありません。

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　　　　　　　　該当事項ありません。
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当事業年度（自平成26年５月１日　至平成27年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 3,046 ― ― 3,046

優先株式 1,242 ― ― 1,242

第２優先株式 30 ― ― 30

無議決権株式 145 ― ― 145

合計 4,463 ― ― 4,463

自己株式     

優先株式 1 ― ― 1

合計 1 ― ― 1

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　　　　該当事項ありません。

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　　　　　　　該当事項ありません。

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　　　　　　　　該当事項ありません。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前事業年度
（自 平成25年５月１日
至 平成26年４月30日）

当事業年度
（自 平成26年５月１日
至 平成27年４月30日）

現金及び預金勘定 349,594千円 434,035千円

現金及び現金同等物 349,594 434,035 

 

（リース取引関係）

　１．ファイナンス・リース取引（借主側）

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　①リース資産の内容

　　　車両運搬具であります。

　　②リース資産の減価償却の方法

　　　重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　当社は、設備計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余剰資金は主に流

動性の高い金融資産で運用し、また、必要な資金を銀行借入によって調達しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

　長期貸付金、長期未収入金は、借主の信用リスクに晒されております。

　借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

　①信用リスクの管理

　　長期貸付金、長期未収入金については、取引先ごとの残高を定期的に管理し、財務状況の悪化等を早期把握

　することにより、貸倒リスクの軽減を図っております。
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　②資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　　当社は、適時に資金繰計画を作成・更新することにより、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価格が含ま

れております。当該算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

　前事業年度（平成26年４月30日）

 　貸借対照表計上額（千円） 　時価（千円） 　差額（千円）

　現金及び預金 349,594 349,594 ―

資産計 349,594 349,594 ―

 短期借入金 2,159,609 2,159,609 ―

負債計 2,159,609 2,159,609 ―

 

　当事業年度（平成27年４月30日）

 　貸借対照表計上額（千円） 　時価（千円） 　差額（千円）

　現金及び預金 434,035 434,035 ―

資産計 434,035 434,035 ―

 短期借入金 2,082,644 2,082,644 ―

負債計 2,082,644 2,082,644 ―

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　資産

（1）現金及び預金

　預金はすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

　負債

（1）短期借入金

　これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

 

　　　２．時価の把握が極めて困難と認められるため時価を注記しない金融商品の貸借対照表計上額

　　 　区分
前事業年度

（平成26年４月30日）

当事業年度

（平成27年４月30日）

　長期貸付金 　52,700千円 52,700千円

　長期未収入金 204,906 178,599

合計 257,606 231,299

　長期貸付金、長期未収入金については、返済時期が合理的に見積もれず、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、時価の開示を行っておりません。

 

　　　３．金融債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　前事業年度（平成26年４月30日）

 1年以内（千円）

　現金及び預金 349,594

合計 349,594
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　当事業年度（平成27年４月30日）

 1年以内（千円）

　現金及び預金 434,035

合計 434,035

 

（有価証券関係）

　該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社は退職一時金規定に基づく退職一時金制度を採用しております。

　なお、現在、退職一時金支給対象となる従業員はおりません。

 

２．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　退職給付債務の算定にあたり簡便法（退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）を採用

しているため、該当ありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　　　　該当事項はありません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年４月30日）
 

当事業年度
（平成27年４月30日）

繰延税金資産    
減価償却超過額（減損含む） 5,552,950千円  5,215,086千円
貸倒引当金限度超過額 88,125  86,182
訴訟損失引当金 97,917  83,844
担保提供損失引当金 219,139  220,477
繰越欠損金 397,435  388,759
その他 18,450  18,205

繰延税金資産小計 6,374,020  6,012,556
評価性引当額 6,374,020  6,012,556

繰延税金資産合計 －  －
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成26年４月30日)
 

当事業年度
(平成27年４月30日)

法定実効税率 36.1％  36.1％

（調整）    

住民税均等割 0.2  0.9

その他 △36.1  △36.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率
0.2  0.9

 

（持分法損益等）

　　　　　該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

　　　　　該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

　当社は、三重県いなべ市に株式会社涼仙ゴルフ倶楽部に賃貸する涼仙ゴルフ倶楽部の土地及びクラブハウス

等諸施設を保有しております。前事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は142,978千円（主な賃
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貸収益は営業収益、主な賃貸費用は営業原価に計上）であります。当事業年度における当該賃貸等不動産に関

する賃貸損益は155,855千円（主な賃貸収益は営業収益、主な賃貸費用は営業原価に計上）であります。

　また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

 

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（自　平成25年５月１日
至　平成26年４月30日）

当事業年度
（自　平成26年５月１日
至　平成27年４月30日）

貸借対照表計上額   

 期首残高 2,240,766 2,245,807

 期中増減額 5,041 16,109

 期末残高 2,245,807 2,261,917

期末時価 2,220,747 2,220,747

 (注) １．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

　　　 ２．期中増減額のうち、前事業年度の主な増加額はコース勘定（樹木の植栽）の取得（13,104千円）でありま

　　　　　 す。当事業年度の主な増加額はコース勘定（14番ホールの造成）の取得（12,944千円）であります。

３．期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいた金額であります。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、ゴルフ場事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度（自平成25年５月１日 至平成26年４月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

 賃貸関連 入会手続関連 合計

外部顧客への売上高 208,965 101,900 310,865

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が、損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごとの売

上高の記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が、貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、地

域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

　株式会社涼仙ゴルフ倶楽部 195,285 　ゴルフ場事業

 

当事業年度（自平成26年５月１日 至平成27年４月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

 賃貸関連 入会手続関連 合計

外部顧客への売上高 217,680 89,500 307,180
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２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が、損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごとの売

上高の記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が、貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、地

域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

　株式会社涼仙ゴルフ倶楽部 204,000 　ゴルフ場事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自平成25年５月１日 至平成26年４月30日）

 該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成26年５月１日 至平成27年４月30日）

 該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

前事業年度（自平成25年５月１日　至平成26年４月30日）

 

１．関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称又は

氏名
所在地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社

㈱涼仙ゴ

ルフ倶楽

部

三重県

いなべ

市

30,000
 ゴルフ場

 の運営

（被所有）

 直接

 70.5

涼仙ゴルフ

倶楽部の運

営受託

施設賃貸料の

受取
195,285

営業未収

入金

長期未収

入金

18,360

 
204,906

（注２）

      
コース管理

委託

コース管理負

担金の支払
21,209 － －

      役員の兼任     

（取引条件及び取引条件の決定方法）

（注１）各取引の取引条件については、両社の合意に基づいて決定しております。

（注２）債権のうち、179,845千円について貸倒引当金を計上しております。

 

（イ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称又は

氏名
所在地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員 多湖　旭 － － 当社代表取

締役

－ 資金の貸付
資金の貸付

（注）
－

役員長期

貸付金
2,458

      利息の受取 44 － －

（取引条件及び取引条件の決定方法）

（注）　資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に決定しており、返済条件は期間20年の毎月返済としており

ます。
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（ウ）財務諸表提出会社の役員の近親者が議決権の過半数を自己の計算において所有している会社

種類
会社等の
名称又は

氏名
所在地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

財務諸表作

成会社の役

員の近親者

が議決権の

過半数を自

己の計算に

おいて所有

している会

社

大東開発

㈱

三重県

桑名市
30,000 不動産業

 

 

 

 

 

 

（被所有）

 直接

 0.3

資金の貸付

役員の兼任

資金の貸付

（注１）
ー

長期貸付

金

52,700

（注３）

     

施設賃貸料の

支払

事務委託費の

支払

車両費の支払

6,240

 
1,278

 
780

－

 
－

 
－

ー

 
－

 
－

（取引条件及び取引条件の決定方法）

（注１）資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に決定しており、返済条件は返済期日一括返済としておりま

す。

（注２）大東開発㈱は、財務諸表提出会社の役員の近親者　水谷紀夫が議決権の過半数を直接所有しております。

（注３）債権のうち、47,540千円について貸倒引当金を計上しております。

 

　　　２．親会社に関する注記

 　　　 （1）親会社情報

 　　　　　　㈱涼仙ゴルフ倶楽部（上場しておりません。）

 

当事業年度（自平成26年５月１日　至平成27年４月30日）

 

１．関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称又は

氏名
所在地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社

㈱涼仙ゴ

ルフ倶楽

部

三重県

いなべ

市

30,000
 ゴルフ場

 の運営

（被所有）

 直接

 70.5

涼仙ゴルフ

倶楽部の運

営受託

施設賃貸料の

受取
204,000

営業未収

入金

長期未収

入金

18,360

（注２）

178,599

（注３）

      
コース管理

委託

コース管理負

担金の支払
24,084 － －

      役員の兼任     

（取引条件及び取引条件の決定方法）

（注１）各取引の取引条件については、両社の合意に基づいて決定しております。

（注２）債権のうち、17,454千円について貸倒引当金を計上しております。

（注３）債権のうち、178,599千円について貸倒引当金を計上しております。

 

（イ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称又は

氏名
所在地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員 多湖　旭 － － 当社代表取

締役

－ 資金の貸付
資金の貸付

（注）
－

役員長期

貸付金
2,208

      利息の受取 39 － －

（取引条件及び取引条件の決定方法）

（注）　資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に決定しており、返済条件は期間20年の毎月返済としており

ます。
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（ウ）財務諸表提出会社の役員の近親者が議決権の過半数を自己の計算において所有している会社

種類
会社等の
名称又は

氏名
所在地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

財務諸表作

成会社の役

員の近親者

が議決権の

過半数を自

己の計算に

おいて所有

している会

社

大東開発

㈱

三重県

桑名市
30,000 不動産業

 

 

 

 

 

 

（被所有）

 直接

 0.3

資金の貸付

役員の兼任

資金の貸付

（注１）
－

長期貸付

金

52,700

（注３）

     

施設賃貸料の

支払

事務委託費の

支払

車両費の支払

6,240

 
2,920

 
650

－

 
－

 
－

－

 
－

 
－

（取引条件及び取引条件の決定方法）

（注１）資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に決定しており、返済条件は返済期日一括返済としておりま

す。

（注２）大東開発㈱は、財務諸表提出会社の役員の近親者　水谷紀夫が議決権の過半数を直接所有しております。

（注３）債権のうち、47,300千円について貸倒引当金を計上しております。

 

　　　２．親会社に関する注記

 　　　 （1）親会社情報

 　　　　　　㈱涼仙ゴルフ倶楽部（上場しておりません。）

 

（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自 平成25年５月１日
至 平成26年４月30日）

当事業年度
（自 平成26年５月１日
至 平成27年４月30日）

１株当たり純資産額 △4,596,762.29円 △4,565,096.74円

１株当たり当期純利益金額 155,678.43円 31,665.55円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自平成25年５月１日
至平成26年４月30日）

当事業年度
（自平成26年５月１日
至平成27年４月30日）

当期純利益金額（千円） 694,637 141,291

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 694,637 141,291

普通株式の期中平均株式数（株） 4,462 4,462

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　該当事項はありません。
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

（千円）

当期償却額
（千円）

差引
当期末残高
（千円）

有形固定資産        

建物 5,120,230 6,037 ― 5,126,267 4,825,231 6,526 301,036

構築物 1,842,071 9,153 ― 1,851,224 1,810,915 5,996 40,309

機械及び装置 270,529 14,241 ― 284,770 268,142 587 16,628

車両運搬具 ― 2,865 ― 2,865 119 119 2,745

工具、器具及び備品 53,563 244 ― 53,808 28,432 81 25,376

コース勘定 1,090,255 13,442 ― 1,103,697 ― ― 1,103,697

土地 816,874 ― ― 816,874 ― ― 816,874

リース資産 9,540 1,080 ― 10,620 6,389 1,888 4,231

建設仮勘定 1,336 32,048 33,324 60 ― ― 60

有形固定資産計 9,204,400 79,112 33,324 9,250,188 6,939,229 15,200 2,310,958

長期前払費用 2,958 10 500 2,469 ― ― 2,469

（注）１．「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。

 　　 ２．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

　　　　　機械及び装置　涼仙ゴルフ倶楽部　練習場ボール洗浄集球機　10,313千円

　　　　　コース勘定　　涼仙ゴルフ倶楽部　14番ホールの造成　　　　12,944千円

 

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 2,159,609 2,082,644 1.9 －

一年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

一年以内に返済予定のリース債務 2,003 1,767 － －

長期借入金（一年以内に返済予定のものを除く） － － － －

リース債務（一年以内に返済予定のものを除く） 3,454 2,853 － 平成28年～30年

その他有利子負債 － － － －

合計 2,165,067 2,087,265 － －

　（注）１　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各事業年度に配分し

ているため記載しておりません。

３　短期借入金の当期末残高のうち180,250千円については、当社の銀行借入金について保証人の水谷建設㈱が

保証債務の履行として弁済したものであり、利息を計上しておりません。

４　リース債務（一年以内に返済予定のものを除く）の決算日後5年間の返済予定額は以下のとおりでありま

す。

１年超２年以内（千円） ２年超３年以内（千円） ３年超４年以内（千円） ４年超５年以内（千円）

1,767 1,085 － －
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【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 236,585 15,967 － － 252,553

訴訟損失引当金 271,240 － － 27,010 244,230

担保提供損失引当金 607,053 35,176 － － 642,229

（注）　訴訟損失引当金の「当期減少額（その他）」は、係争中の訴訟に関連して発生する可能性のある損失に備えるた

め、その経過等の状況に基づく損失負担見込額の洗替額であります。

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,059

預金  

普通預金 432,976

小計 432,976

合計 434,035

ロ．営業未収入金

相手先 金額（千円）

㈱涼仙ゴルフ倶楽部 18,360

合計 18,360

 

営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

× 100
(A) ＋ (B)

 

 
 (A) ＋ (D) 

 ２  

 (B)  

 365  
 

18,360 220,320 220,320 18,360 92.3 30.4

（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

 

ハ．貯蔵品

品目 金額（千円）

会員タッグセット 55

その他 50

合計 105

 

②　投資その他の資産

イ．長期未収入金

相手先 金額（千円）

㈱涼仙ゴルフ倶楽部 178,599

合計 178,599

 

（３）【その他】

　　　　　特記事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ５月１日から４月３０日まで

定時株主総会 ７月中

基準日 ４月３０日

株券の種類 １株券　５株券　10株券　50株券　100株券

剰余金の配当の基準日 ４月３０日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え  

取扱場所 三重県桑名市大字福島753番地の２　株式会社涼仙

株主名簿管理人 ―

取次所 ―

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 当社所定の金額

単元未満株式の買取り  

取扱場所 ―

株主名簿管理人 ―

取次所 ―

買取手数料 ―

公告掲載方法 官報及び三重県において発行される毎日新聞に掲載

株主に対する特典

当社の優先株式１株、第２優先株式１株、又は無議決権株式１株を所有

する株主は倶楽部規約に基づくゴルフ場の会員となる資格を有しており

ます。また、株主優待券を取得することができます。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は上場会社ではありませんので、金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第12期）（自　平成25年５月１日　至　平成26年４月30日）平成26年７月25日東海財務局長に提出

(2) 半期報告書

　（第13期中）（自　平成26年５月１日　至　平成26年10月31日）平成27年１月23日東海財務局長に提出

(3) 訂正報告書

　　事業年度（第11期）（自　平成24年５月１日　至　平成25年４月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書を

　平成27年１月22日東海財務局長に提出

　　（第12期中）（自　平成25年５月１日　至　平成25年10月31日）の半期報告書に係る訂正報告書を平成27年

　１月22日東海財務局長に提出

　　事業年度（第12期）（自　平成25年５月１日　至　平成26年４月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書を

　平成27年１月22日東海財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

   平成27年７月31日

株式会社涼仙    
 

 取締役会　御中  
 

 かがやき監査法人  
 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 稲垣　靖　　　㊞

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 奥村　隆志　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社涼仙の平成26年５月１日から平成27年４月30日までの第13期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につい

て監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

涼仙の平成27年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 
 
（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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